非常用自家発電設備必要容量検討基礎シートについて
　大規模停電時等への対策として非常用自家発電設備の整備を検討する際、自家発電設備の容量の検討に、本シートを御活用ください。

＜シート作成の流れ＞
１．はじめに、検討にあたって以下の４項目を前提条件として設定する。
1 発生事象

地震・津波・洪水・暴風・豪雨等の自然災害に起因するもののみではない大規模停電（＝広域エリアの停電）を想定する。特に、外部避難をせず一定期間建物内に留まるケースを想定。

2 継続時間
系統電力復旧が見込まれる72時間（３日間）とする。
3 発生時期
気候条件が厳しい冬期（1・2月）及び夏期（7・8月）を想定する。
4 考え方
自家発電設備は、導入費用・設置場所確保・燃料保管制約等の観点から、必要最小限の容量を確保する。

２．大規模停電時等に必要な設備・機器及び機能について、以下の３点を順に検討することで、代替手段の確保とともに、適切な容量・仕様の発電機を選定する。

Q1）停電時に必要な機能か？
　　→　はじめに、停電した際の建物の様子やその後の行動計画をイメージし、計画どおりの行動を遂行するために必要な機能とその際の稼働設備を想定する。

Q2）72時間分の代替手段はあるか？

　　→　Q1で検討した必要な機能・設備について，電気を使わなくても機能させることができ得る代替手段（継続時間は72時間）がないか検討する。

Q3）Q1・Q2をふまえ，発電機での対応が必要か？
　　→　各Qを検討した結果「必要」と判断される機能・設備は、施設にとって極めて重要なものであるため、自家発電機による稼働対象と判断できる。
以上により作成したシートは、各施設に必要な自家発電設備導入検討の参考資料として活用可能。導入にあたり、発電機設置業者等へ提示のうえ検討を進める。



























